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【は じめJに】
分譲マ ン シ ョ ンは都市型 の 居住形態 としてすで に定着して い る ｡ 現在全国ベ ー スで385万
戸 (1) ある と推定されて い る こ とか らすれば､ 全国世帯の10%弱 を占める と い え､ 都市と
呼 ばれる中に あっ て はそ の 普及 をます ます進めるもの と言 えよう ｡ で は､ 分譲 マ ンシ ョ ン
と呼ばれ る住宅の形態 は､ 一 体 どの ようなもの である の だろうか o 夷は概ね 3種類 の タイ
プ ･ 形式に分類す る こ とがで きる の だが , こ の 形式別 の 住戸数を明確 に示すとなる と至難
で さえある o 団地型､ 複合型､ 単棟型 ､ もしくはこれらの混合型と括 られる はずで あろうが ､
こ こで は単棟型 を除く団地 型､ 複合型そ してそれ らの 混合型 に よる ス トッ ク推計値で ある
およそ150万 戸 (2) を対象 とす る こ とにする ｡
先の 論文 (拙 稿: 日本住宅管理組合協議会 ｢第9回分譲集合住宅建替え問題 シ ンポジ ウ
ム資料集+) の中で ､
1
マ ンシ ョ ン建替え を成功に導く主な要件は1) 立地条件で あり2) 余
剰容積､ 3) 住宅規模と いう制約をクリア したもの で ある と分析した こ とがある (3)｡ 仮 に
1990年をバ ブル経済崩壊時点とし､ そ の 前後を見渡してみる と､ 55年に日本住宅公団 (4)
が設立し集合住宅の本格供給がス タ ー トして から,90年まで の我が国の 経済は､ ほぼ右肩上
がりの 成長率を示 し経済規模の拡大と ともに地価も上昇 し続ける傾向を示 した ｡ 首都圏の
マ ンシ ョ ン居住者によ る建替え論議が90年前後 をピ ー クに 白熱 (5) した経緯も, 経済情勢
と地価に無関係で あるとはい えない (6)o その理 由として は､ 管理組合員全員の合意による
任意の建替え実現 に向けて の イ ンセ ンテ ィ ブが , 地価上昇に裏付けられた等価交換方式(7)
と呼 ばれ る建替え手法 を採用 して の ことで あり､ 従前の居住者 の 費用負担を極端に押さえ
た シス テム を取 り入れて の成果で あっ たからで ある o 一 方､ 建替えられて新たに加わる居
住者にとっ て も, 1戸建て 住宅 に変わ る都市居住の方法として マ ン シ ョ ン居住を選択しよ
うとする志向が働い て いたといえ ､ 需要の要求が供給よりもはる か に高かっ た ことを受 け､
約20例の建替え実例を数える に至 っ た の で ある ｡
で は､ バ ブル経済崩壊以後から今日まで行われた建替え実例約50例はとい うと , ほぼ前
述の通り3 つ の 要件をクリア して いる もの に限 られて くる の で ある ｡ この ことは､ 90年前
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後から建替えを検討す る団地型マ ン シ ョ ンに と っ て も影響を与えずにはおかなか っ た. 経
済学における ｢ゲ ー ム の理論+ を構築 した 一 人で ある ト ー マ ス ･ シ ェ リングの 著書 ｢Tbo m as
c.scbeuing:T he Strategyof co n且ict ( 闘争の 戦略) 1961+ の なかで ､ 人々 の行動形態の 中に働
く通念形成の概念を説い て い る部分がある o これ ととて も似て いる状況が団地型マ
,
ンシ ョ
ン建替えを実現させようと検討する住宅 の 多くで見出されて くるの である o 我が国 の マ ン
シ ョ ン建替えの原点を75年に建替え られた渋谷ホ ー ム ズ (渋谷区 ･ 75年入居 ､ 270戸)[旧 ･
宇田川団地 ･ 56年入居 ､ 90戸]か ら90年まで の約20実例 (8) の過程にあるの だとすれ ば､ マ
ンシ ョ ンの 従前居住者はコ ス トの負担なく､ 新しい住戸 を手に入れ る こ とが可能で ､ ただ全
員の コ ンセ ンサス を整える こ とが最大の難関で ある とい うような意思を形成 しえたと現地
調査 の 結果か ら見えてくる ｡ こ の 意思は都市の スプロ ー ル化 と同様に進展し､ 主 に郊外に
建設 されたマ ス ハ ウジ ング (9) 期の 団地型マ ンシ ョ ン へ と波及 し通念 として形成されたと
見受けられる ので ある ｡ 空白の1 0年を通して ､ 景気の 後退､ 地価の下落とい う状況下 にあっ
て もなお ､ 様々 な老朽化 (10) へ の 対処 として検討され続 ける に至 っ たの はこ の辺の 理由に
よる もの と予測される の で ある o 確かに ､ 戦後の わが国経済の 発展の過程を通 して 見てみ
る と､ 産業構造の転換 に伴う 一 大都市化の 波は世界的にも特異なス ピ ー ドで進展を遂げ, そ
れに伴う交通網 の充実も肯ける と こ ろで ある｡ さら には ､ マ ス ハ ウジ ング期の供給の 担い
手だっ た公的分譲団地 と呼ばれ る建物群がさほ ど容積に負担をかけず建設されたの も事実
で ある｡ ただ､ 郊外型の集合団地は5baない し10baとい う広大な敷地に5 00戸ない し1500戸規
模の 住宅 として登場 し単 一 の管理組合が建物及び付属施設等 の維持管理を行うとい う形で
普及 した点の みが先の 3つ の 要件 を超える と こ ろで あり, 全員合意が実例 よりもはるかに
難題 なの だという認識が見 られた ｡
と ころで ､ わが国における分譲 マ ンシ ョ ンを規定す る ｢建物の 区分所有等 に関する法律+
(昭和5 8年改正 , 59年施行 ｢以 下 区分所有法+ と略す) は ､ 老朽 ･ そ の他等 による建物の
維持効用で過分の 費用 を要す るに至 っ た時 , 建替えを選択し集会の 決議 に基づい て 実施で
きる こ とを明らかに して い る の で ある ｡ 法 に照 らした建替えが集会の 決議に よる多数決で
実現で きるとの 意向を抱き､ 要件の クリア を目指す とい う こ とは､ 3要件のうちひ とつ の要
件をみ たせ ない分譲マ ンシ ョ ンで あっ て も､ 実現の可能性を秘めて い る と認識 して しまう
の に十分過ぎる コ ンセプトで ある とはい えないだろうか｡ 昭和40年代､ 50年代当初まで のマ
ンシ ョ ン供給は, 当時の 平均値でその 約6割まで もが団地型で ある こ とからすれば (ll), 建
築後30年以上 を経過する､ または迎 える マ ンシ ョ ンで 建替えを検討す るケ ー ス は団地型に
集中して しまう ことは前述か ら明らかになろう ｡ さて ､ 本稿で は団地型マ ンシ ョ ンにおける
居住水準の向上を踏まえた再生を射程 に ､ 制度化してわずか5年で ほぼ終需を迎えた増築
制度の概略とともに区分所有法の改正時期を迎えて い る こと､ マ ンシ ョ ンの建替えの 円滑
化等 に関する法律案 (第154国会 o2年2月提案 国土交通省L
｢以下円滑化法と略す+) に
おける団地型分譲住宅で の建替えと増築制度の関連性に触れつ つ 議論を進めて い こうと考
える ｡
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【増築制度の成立とそ の過程】
団地型分譲マ ンシ ョ ンの原型 とい える都市部にある 同潤会ア パ ー ト (12) や ､ 市街地の オ
フィ ス街を散策する と､ わずかな空きス ペ ー ス ､ 最上階部分が建設時 の 形態とわずかながら
違い を見せ増改築が進められ て い た こ とを垣間見せて いる ケ ー ス に出会う こ とがある ｡ 当
然 の ことなが らオ フ ィ ス に 関して は都市計画法や建築基準法に合わせ て増改築が進め られ
て きたとい えようが ､ 同潤会 アパ ー トで の そ れが ､ 制度面をクリア して行われて きたの か
というと, 当時の状況 に詳 しい 当事者が少なく､ なかなか明らかにはならな い o 一 方､ 公団
の賃貸 ･ 分譲住宅で も ､ 概ね昭和4 0年代まで に供給されたス トッ クで居室空間の増大を
図ろ うと居住者が不法に増築 して しまう ケ - スが見 られトラ ブル化 する ことがあっ た ｡ 例
えば1階ベ ラ ンダ部分 に居室やサ ンル ー ム を造る とか 1階軒下部分を利用 し半地下式の 居
室 を造る とい っ た行為は過去 にも見 当たる事例で はある ｡
こ こで述 べ る増築制度とは , 83年に大阪府堺市の公団の 分譲住宅 で ある下野池 (しもつ
い け) 第2 団地 (7 0年入居､ 4 10戸) で の実例 を起源とする もの で ､ 同住宅で は , ｢住 み続
けられる住宅の確保+ を目標に住民が中心となっ て81年頃か ら住棟の 増築問題を検討 (13)｡
民間企業とタイア ッ プし83年に1棟の共 同増築に成功し86年まで に 全16棟中5棟の 共同増
築を行っ た o 増築プラ ン の簡単な概要 は, 全株 : 階段室型 中層 5階建<(1棟10戸ない し40
戸で 構成､ 北側階段室､ 南側 ベ ラ ンダ);全戸 3D Kタイ プ;専有床面積4 8.85m
2
, 増築に よっ
て南面2居室 ､ 旧 ベ ラ ン ダ部分を ユ - テ ィ リテ ィ とし洗濯室､ 書斎､ 物置等 に活用24.9 2m
2
を
増床し計7 3.77m
2
の 5D Kタイ プにす る と いうもの で ある o
こ の実現 の 際の法的側面 (14) は､ 管理組合規約における建築協定 の なかで ､ ｢増築禁止+
の項目を ｢住民総会に よ っ て 承認 を得た場合は こ の 限りで はない+ と改め､ ｢ - 住棟の全組
合員が増築を希望すれ ば増築で きる+ もの とした (15)｡ 同住宅管理組合は､ 80年から82年に
か け定期､ 臨時の住民総会を開催し順次管理規約の見直しを進めて い る ｡ 区分所有法で は､
第31粂で規約の設定､ 変更及び廃止 につ い て の規定を設け､ 組合員､ 及び議決権の各4分の
3以上の多数に よる承認の決議を持っ て実施で きる として い る ｡ こ の 点からすると ､ 住民
の 増築に対する理解､ コ ンセ ンサス を得る ために相 当の 時間をかけて徐々 に進行して い る
形跡が伺える ｡
･ 下野池第2団地 による 増築の 実現 を受けて ､ 首都圏の各分譲団地で も話題 となり84年に
は視察団を派遣. こ の中には , 公団の87年度ス タ ー トした増築事業制度創設 に関わ っ たT2
団地 (千葉市 ･ 73年入居､ 1 4 30戸) のほか､ sI団地 (横浜市 ･ 69年入居 , 82 0戸) 等が加わ
っ たと見られる (1占)｡ まずは増築事業制度につ いて 簡単に触れて おくと､ 公団は当時約21
万戸の分譲団地 を供給｡ そ の中か ら増築を希望する声が多数寄せられて い たとして おり､ こ
うい っ た要望 に答える形で 発足 ｡ 入居後10年以上を経過 した公団分譲を対象に､ 増築住宅を
公団が建設 し譲渡する とい う もので 工事 にかかる譲渡代金は､ す べ て公団資金 を活用し割
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賦で支払える システ ムとした o 特色として は､ 既存の居住者は住 んだまま増築で きる とい
う点o 即金以外 は既存住宅 ､ 付属施設 ､ 敷地に対し公団が抵当権の第 一 順位になるよう設定
する とい っ た点で ､ 管理規約 の変更 ､ 基本設計､ 費用概算､ 自治体等 との協議､ 基本計画は
すベ て住民側 (管理組合中心) が行い , 実施設計後に各戸 と譲渡契約を締結､ 建設工事 に
着手する とい う手順である ｡ 増築ス ペ ー ス におけるバ リエ ー シ ョ ンは若干増えたもの の ､ 工
法､ 形態はほぼ下野池と同様 (17)a
【増築の メリッ トと困難性】
分譲団地 と呼ばれる住宅 の中で 増築の 実績が最も多いT2団地 では､ 増築実施の背景とし
て ｢住宅所有者が激 しく変わる ､ 賃貸化が進む ことは居住環境の 維持 ･ 保全が難しくなる+
こ ととし､ 定住化の促進､ 管理組合業務の 円滑化 を図るため居室 の増築を検討した としてい
る (18)｡ 増築の実現は88年で ､ こ の年か ら 8次に渡る建設がスタ ー トした｡ 筆者による 3年
程前 の 現地調査で ､ 今後 の 増築計画に触れたと こ ろ ｢今後の計画はない が ､ 非増築棟と増
築棟の間で住民の 移動が見 られ ､ ほ ぼ住戸の需給バ ラ ンス が均衡 して い るの で はない か+
とい うよ うな回答が得 られた ｡ 同住宅では92年まで に全47住棟の うちの 3割強に あたる17
棟､ 47 0戸で増築を行 っ て おり他 の住宅を購入す るというよりは､ 約50m
2
カ1ら80m
2
に移動す
る という点で ､ 同 一 団地内で移転す るケ - スが多い こ とを知る ことがで きたo 定住化の 促
進 とい う こ とでは目標を達成 して い る と見られる ｡
さて ､ こうい っ た増築制度の導入 にあたっ て の 困難性に つ い て は ､ 区分所有法に関連す
る と こ ろ と して ､ 共有持分や土地 の 権利等 に関する 問題点が指摘されて い る ｡ 解決策 と し
て 注目されるのは､ 増築者は非増築者の従前の持分権を侵す こ となく､ 増築に よる居住性の
向上並 びに資産価値増大の 便益 の み を享受する こ と とし管理規約を改正 ､ 増築の 如何 に関
わ らず共有持分は変わらない と し､ 増築住宅 の敷地の 使用 につ いて 札 住民総会の決議事項
で取り決める こ とにした点で ある (19)｡ 建築基準法関連では､ 団地型マ ンシ ョ ンは､ 建築基
準法86条による総合的設計に よる 一 団地 の建築物の 取扱い を受けて い るもの が多い ｡ 増築
に あたっ て は､ そ の変更が必要で 同法上最大の難関 となるという指摘がある(20)｡ この場合､
T2団地で は､ 日影制限 ､ 日照時間基準をどう自治体が判断す るか といっ た点が浮上 したよ
うだが ､ 千葉市による好意的な判 断が見 られた (21)o 続い て都市計画法との 関連につ い て み
て み ると ､ 増築しようとする団地型 マ ンシ ョ ンが 一 団地の 住宅施設として 都市計画決定さ
れて い ると ､ 増築が都市計画 の変更 と見 なされた場合, 変更手続に大変な時間を費やして
しまう (22) として い る .
【T2団地とSI団地の 比較】
両団地 とも増築に向けて の 計画の スタ ー ト時点はほ ぼ同時期で ある ことは先に触れた通
りで ある o とこ ろがその実現まで の 時間差は著しく, どの辺からこういっ た差が生じて くる
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のか 疑問で ある ｡ 筆者が12年程前に行 っ たsI団地 の 現地調査による と､ 規約を変更し増築に
対処したの は84年で ､ 実現で きた の が90年｡ 増築事業制度が88年に創設 された にもかかわ
らず､ T2団地 に遅れ る こと実に 2年の 開きで ある ｡ 実現 の ポイ ン トは､ ｢全20戸の 半数以
上が入居当初からの居住者で あっ た こと+ とし, さ らには ｢当該住棟が丘陵地に位置する も
ので あ っ たため両サイ ドにあたる近隣住棟からの 了解が軽減された+ 点を上 げて い る (ヱ3)0
T2団地は千葉市､ sI団地 は横浜市にある のだが､ 両団地 の 立地 上 の差異に簡単 に触れて
おくと, 前者は美浜 区の は ぼ中央 に位置 し､ 50年代からス タ ー トした東京湾岸部分の埋立
事業に よる平坦地 の 一 角 に位置する ｡ 一 方後者は横浜市西部の旭 区に在 っ て ､ 近隣は丘陵
地を開発 した住宅地 で あり､ 丘陵と丘陵の おりなす地形全体が起伏 に富んだ位置 にある ｡
両市に よる 宅地 開発要綱 に準じた反応は ､ 初めて 登場した行政区域 の 集合団地 の共同増築
計画とあっ て大きく違っ た指導をそれぞれの 団地 に示す に至 っ た と思われる ｡ 前者は当該
増築棟の 南側前面 に あた る住棟の承認を取 り付ける こ とで 増築を許可 し ､ 後者はそれ に両
サイ ドの住棟を加えた ｡ こ うなる と､ 許可申請が認められる割合 は同じで も絶対数が大き
く相違して くるの であ る ｡ こ の点が前 ･ 後者に決定的な時間的格差 を生じさ せ ､ 後者にお
い て は増築を望む住棟の コ ンセ ンサス過程 を困難にさせ ､ わずか 1住棟の 実現 にとどめた
要 因と解される ｡
【共同増築制度の 限界】
増築を行うための制度的困難性に つ いて は先に述 べ たが ､ 増築を行う住民側の 困難とな
る と どのよ うなもの が挙げられる だろうか ｡ ソ フ ト面からすると ､ 割賦制度を活用 した場
合の抵当権設定に よ る登記等の変更手続と ､ それ に伴う個人情報の露呈 とい う指摘もある
(ヱ4) が ､ まず第1点目と して の 限界は ､ 居住者の入れ替えが円滑 に進 まな い こ とがあげら
れ る ｡ 規約の改正 は行 い得て も､ どうして も増築希望者の多い 住棟か ら実現 しようとすれ
ば非参加者 ヘ の 説得に時間がかかり時期を逸す る可能性がある ｡ 最近 の 各団地型分譲マ ン
シ ョ ンの 建替え検討過程を追っ て み ると ､ 以前建替え推進の最大の 目標値 は狭小 からの脱
出で あっ た ｡ とこ ろ がそれ は こ こ に来て , 設備水準等 の向上を求め る傾向を示 して い る｡
増築は家族の 成長 に あわせた居室空間 へ の要求と見 られ ､ 機会を同 一 に した居住者が多数
を占めなくて はならない ｡ 第2点目は ､ 立地条件に よ っ て は住棟により居室増築が不可能
なケ ー スがある とい う こと で あり ､ 公平の 原則に反するとい うこ とで ある ｡ 例えば, ある
団地が起伏に富 んだ丘 陵地 に立地し南面の 敷地に余裕がない場合や住棟そ の もの の形状が
星型で ある場創ま既存の 増築プラ ンを適用 で きず公平を欠くとい うもの で ある ｡ さ らに第
3点目は, 既存の 住棟が建築後20年乃至30年を経過する中で , 増 築棟のみが新築で はメ ン
テナ ンスの 面で ア ンバ ラ ンス が生じ管理 しにく い ｡ 水回り等の住宅 の機能面は ､ すべ て既
存棟に集中し将来的なメ ンテ ナンス が稚続的に行われなければならな いの に ､ 増築棟はそ
う はならない とい っ たもの で ある ｡ 最後は ､ 居室の みの増築で はあまりにバ リエ ー シ ョ ン
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に欠けて しまうとい っ た指摘で あり､ ス トッ ク改善事業 として注目された増築事業制度で
はあるが､ 立地等による差異を克服で きず ､ 首都圏で も30棟100 0戸 に満たない実績を残し､
創設か らほ ぼ5年で導入実績を失っ た｡
【団地 の再生から見た新たな増築 へ の提言】
郊外 における団地型マ ン シ ョ ンの 建替えプラ ンは ､ こ こ数年来､ 等価交換方式を採用 し
て 建替 える構想を改める傾向が強 い o 例 えば､ 100戸の 住宅 を地価上昇､ 容積緩和を活用 し
20 0戸 ･ 30戸の 新 しい マ ン シ ョ ンに建替えた場合 ､ バ ブル期ならば1 00戸乃至200戸 の 新規
供給分を売却す る ことで ､ 従前居住者 の負担を軽減す る手法が注 目されたが､ 現在の 少子
高齢化 という社会現象 ､ 空白 の10年といわれる国内の経済低迷とい う事態からする と, 100
戸 の住宅 の 全株 一 括建替えは ､ 郊外であればある ほ ど困難で ある o
こうい っ た背景から､ 郊外型団地が再生を目指す時 ､ 新たに注目されて きたの がs2団地
(多摩市 ･ 71年入居 ､ 640戸)､ Ⅰ3団地 (千葉市 ･ 68年入居 ､ 768戸)､ N K団地 (千葉市 ･ 7 2
年入居､990戸)､ M D団地 (横浜市 ･ 71年入居 ､ 270戸) 等から提案されて い るゾ ー ン型の 建
替えで ある ｡ 無償で行 える建替えの 印象を払拭で きずす べ てが自己負担を原則 とは して い
ない ようで あるが ､ 負担を伴う建替えの 意向は､ 居室の狭小性か らの脱出という意味からで
はなく住み続ける という方向から広がりを見せ始めて い る ｡
こ の 傾向か らす る と､ 増築制度の 活用 は全く違っ た方向から進展する可能性を秘めて い
る o とい うの は､ 一 昨年5月建設省 は中層住宅 へ の階段室型 エ レ べ - 夕の 導入案を提案し
た ｡ 居住者の高齢化対策 とス トッ ク の 改善を目標に ､ 負担感を大幅に軽減した階段室型E
vを開発したの で ある ｡ しか し､ こ の提案は2点の 難題を抱えて い る とい えよう ｡ 費用負
担の 問題は触れない まで も､ まず 一 つ 目は､ 1階段室10戸 と想定して75%以上 の 承認が可能
か とい う点 (25) で あり､ 2点目は , 階段室踊場 へ の 停止が根本的解決に結び つ かない 点で
ある ｡ 最寄階まで の中間で停止するため階段が必然的に残っ て しまうとい うもの で あ っ た｡
では ､ 増築を行い ながら増築棟 へ 設置 して いく こ とに して はどうだろうか ｡ フ ラ ッ トなE
vの 設置 は可能となろ う｡ さらには増築部分に水回り機能 を可変型で あれ設置する も のと
する ならば､ 既存棟の長寿命化 (ヱ6) と増築棟の 均衡の 取れた利用を促す可能性はある ｡ 建築
後20年ないし30年以上を経過す る団地型マ ンシ ョ ンを再生して い く
な敷地の 中に増築を行っ て いくゾ ー ン を設ける こ とで ､ 住民間の移動
思われるの である ｡
程にあっ ては ､ 広範
進で きる よう に
【団地型 マ ンシ ョ ンに おける建替えと増築の関係】
団地型マ ン シ ョ ンの多くが都心か らち ょ っ と離れた郊外に多い と小 う ことは先に触れた o
さらには現在 ､ 増床､ 保留床を多くする ことで 費用 負担を軽減させ る こ とは市場メカ ニ ズ
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ム に よっ て ほとん ど機能しな い ことも鹿 に述べ た｡ ここで は ､ 従前の居住者の 自己負担と
保留床をさほど設けな い団地型 マ ン シ ョ ンの建替えと増築の関係に つ いて検討を加える こ
とにする ｡ 円滑化法は, 現在国会で審議中で あり法律案の域を出な いで 要約すると ､ 区分
所有法制度にお ける建替えを行う団体の法的位置付けや運営ル ー ル の不明確さ を踏まえ,
意思決定､ 契約行為の 円滑化を目的に新設 を予定し､ 区分所有権や 抵当権を再建した マ ン
シ ョ ンにス ム ー ズ に移行させ る ことを射程に進められて いる もの で ある ｡
- 方､ 法務省法制審議会の建物区分所有法部会において は今秋を目途に区分所有法の見
直しを進める ペ く今年3月 , 中間試案を公表し各界か らの意見聴取 を進めて い ると ころで
ある ｡ 本稿におけると ころの テ ー マ とリンクするとの見方から､ ｢団地内区分所有建物の建
替え+ に関する規定に つ いて検討す る ｡ 団地型 マ ン ショ ン の建替えは区分所有法第62条 ｢建
替え決議+ が適用 されず､ 一 棟毎の合意に基づい て進行する B こゐ隙間題 とな るの は､ 例
えば1 0棟中､ 1棟が合意 し建替える こ とにな っ た場合の共有持分権と敷地利用権で あろう ｡
中間試案は､ ト 棟の建物の区分所有者がそ の建物を取壊 し､ その 建物敷地 を新たな建物の
敷地として 利用する時 は, そ の敷地利用権を共有する 区分所有者の集会におい て ､ 敷地利
用 権の持分の 4分の 3以上の多数に よる決議が必要+ とし､ こ の 場合 ｢建物敷地 を新たな
建物の敷地 と して利用する こ とが ､ 団地内の他 の建物の 区分所有者の建物の敷地の利用 に
特別 の影響を及 ぼす べ き時は､ 当該区分所有者全員の承諾を得な ければならない+とす る｡
まず前段の建替え決議が10棟中1棟で 合意形成 を得たとき ､ 1 0棟の中 の敷地共有者の団
体にお ける 区分所有者の集会に 糾 1て ､ そ の敷地利用権の 持分 の 4分 の 3以上の多数によ
る決議に基づ いて建替えを肯定し､ 後段は ､ 敷地 の利用状況 ､ 各 区分所有者の敷地利 用権
の持分割合等 に照らし､ 当該建物の建替えに よ っ て 生じる不利益が受忍す べ き限度を超え
るか否か によ っ て特別 の影響を加味し承諾 の有無を設定す る とい う もの であろ う｡ 区分所
有法改正 要綱 中間試案補足説 明によ る と ､ この 承諾 の有無は ｢建物及び敷地 の具体的な事
情に基づいて判断する必要がある+ としながらも ｢当該建物規模が建替えに よっ て拡大し､
敷地利用権の持分割合に従えぱ､ 本来他の建物に割り付けられる ベ き容積率が侵食され ､
将来における他の 建物の 同様の建替えが制限され るような場合+ を想定 して いる ｡ さ らに
は ､ あらかじめ団地全体の計画を定めて おく ことによっ て ,■特別 の影響を受 ける者の 承諾
を得 るために補償等の利害調整の措置をあらか じめ盛り込 む等､ 当該計画 の中で妥当な解
決を図れ る ことも期待で きる として い る ｡
さて , 補足説明に よる団地全体の計画 の必要性につ い て は異論の ない ところで ある が,
団地再生とい う観点か らすれば､ 郊外の 団地型分譲の使用容積率が ､ マ ス ハ ウジング期で
公団の場合70 %前後で ある ことからして ､ これを増築, 建替えゾ ー ン 一 律に100 %とし､ 10
棟のうち連続する住棟の合意形成時は ､ そ の数が増加する ごとに容積率を緩和する等の措
置を設けて い けば､ 増築, 建替えゾ ー ンの時間的イ ンセンチイ ブとなる と考えられる ので
ある｡ ドイツ における都市法でのF ･ Bプラン (27) を再生に加えて いく ベ きで ､ 増築が増築
者と非増築者の 間の コ ー ディ ネ ー トの不足 によ っ て ､ そ の普及 の速度を落として しまっ た
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ケ ー スや ､ 建替えが棟毎の 利害 に終始する ような事態 に陥るケ ー スが危倶される場面にあ
っ て ､ 円滑さを増す手段 として期待され る の で ある ｡ 円滑法上の 建替え組合と区分所有法
上 の 団地管理組合が団地再生を通 して ､ 議論を重ねて い く こ とによっ て再生の コ ー ディ ネ
ー トを行う場､ 主体 と成りえる と考える o
とこ ろ で ､ 増築制度 は団地全体を統括す る規約の 改正で ､ 全区分所有者 ､ 議決権の 4分
の 3以上 の承認 を求め､ 1棟全員の 合意を必要 と し実現するわけで ある ｡ 建替えは ､ 敷地
利用権を共有す る区分所有者の集会において 4分の 3以上 の 承認を得る こと ､ 受忍限度上
の承認を得て実現で きる想定で ある ｡ そ の 際1棟の合意は､ 区分所有法62条の 建替え決議
に照 らし組合員 ､ 議決権とも5分の 4以上の承認に よっ て 可能だ とする と ､ コ ンセ ンサス
面の 緩和は増築よりはるか に緩 い ｡ む しろ前述 における千葉市と横浜市の 増築 へ の 許可の
ように公法的法制度が重くなる ように思われ る ｡
【結び に代えて - 区分所有法と増築の 関係】
増築を実施す る場合 の管理組合が行う ベ き手続的な合意 のプロ セ ス につ い て は前述 の通
りである ｡ 筆者 は増改築禁止の 管理規約条項の 改正 を取上げ､ 区分所有法31条との 関連か
ら説明 して いたに留まるが ､ 区分所有法 における と こ ろの増築との 関係は これだけだろう
かo 丸 山教授 (28) によれば､ こ れに加え増築者の 専有面積が増加す るのは当然だが, 敷地
の利用 量も増加する の で非増築者との間の 関係をどう処理するかが問題になる こ とを指摘
する ｡ さらには共有空間の 在り方 の決定 と建物 の 共用部分の改変がある ことを早々 に予測
されて い た形跡が伺える o
まず､ 敷地の 利用量 の増加 とい う点につ い て は ､ 区分所有法第1 4粂 ｢共用部分の 持分割
令+ 21条 ｢共用部分に関す る規定の準用+ によ っ て ､ 専有部分の大きさの 変化が即持分に
影響する とした持分変更説 と ､ 持分の 大きさはそ の ままに して利用量が増加 したと考 え利
用 に見合う対価 を支払う こ とで解決す る対価変更説がある とするの で ある ｡ 増築を行 っ た
団地 の 例からす る と管理費等の 値上 げで 対処しており､ 後者の 対価変更説に近い 形を採用
して いる と見られ る ｡ で は､ 共有地表上空の 共有空間の あり方の決定とそれに接続す る建
物の 共用部分 (南側 ベ ラ ンダ部分 の 一 部撤去等) の改変の 許容はどうか o lO年程前までの
増築制度をめぐる住民総会で の現地調査からすると ､ ①持分割合に変更 を及ぼさない ､ 管
理費等 の負担割合の変更②建築協定の 変更③居室増築制度の創設④居室増築制度を設ける
にあた っ て の組合員の 合意 という形で賛否 を問い ､ ①急が特別決議③④が普通決議で あり､
議案として 可否を住民に諮るケ ー ス は見当たらなか っ た｡
ただ , 従来型の増築で あれ ば構わないと思うが, 今後に向けたいわゆる団地再生型の更
新事業にあっ て は､ 持分権の変更 を前提 とした対応が必要で あり､ いわ ゆる団地経営とい
う立場を構築する とすれば, 建替え､ 増築 , 既存の ゾ ー ンを設けて いくにあたっ て は ､ 持
分権の再分配を行う必要があろう と考えられるので ある o 当然の ことながら各ゾ ー ンに よ
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つ て は ､ 維持 ･ 管理 コ ス トが大きく変動 して こようo 再生に向けた更新がスタ ー トした段
階で 一 定時期を定め持分権の 変更 を行う必要がある ｡
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